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東日本大震災後の復興スポーツ事業の展開
－東北地方における現場の取り組みを素材にして－
中　村　祐　司
Ⅰ . 震災復興とスポーツ事業
東日本大震災から 3 年以上が経過し、たとえば
現地でのボランティア活動に参加する人々の減少
がいわれるようになった。また、仮設住宅から公
営住宅へ移ったり、自宅を再建したりする人々も
いる一方で、震災後の避難的生活から抜け出せな
い人々も未だ多い。再雇用を果たす人々もいれ
ば、震災以前の就業状況に復帰できない人々もい
る。また、福島第一原発事故対応をめぐっては、
廃炉に向けた気の遠くなるような長い行程とその
道のりを取り巻くあまりにも多くの不安定要因が
あり、放射線をめぐる諸問題の収束にはほど遠い
状況にある。加えていっそうの風化現象が追い打
ちをかけている。
こうしたいわば、多方面で山積する課題の中で、
スポーツ事業は復興のプロセスにおいてどのよう
な役割を果たしてきたのであろうか。外部からの
スポーツ支援プロジェクトはともかく、スポーツ
については、現地では震災後の政策対応の優先度
が決して高いとはいえなかったし、今日でもその
傾向は続いている。それでもスポーツ事業は、被
災現地の復旧・復興に何らかの貢献をしてきたこ
とは間違いない。社会における人的物的ネット
ワークの構築にスポーツ事業の果たす役割には極
めて大きなものがある。
本研究では、スポーツ活動を通じた震災復興に
何らかの形で関わってきた実践者とのインタビュ
や現地で得た資料をもとに、それらを整理・提示
し、こうした作業を通じて見出されるであろうス
ポーツ事業が復興に果たす役割について考察する
際の素材を提供することとする 1。そして、示唆
に富む数々の指摘が、今後のスポーツ活動を通じ
た具体的な復興にどのようにつながっていくの
か、さらにはスポーツ事業が他の領域の事業とど
のように結びついていくのかについても探ること
としたい。
Ⅱ．久慈市におけるスポーツ施設の復旧事業
久慈市ではもともと地元の少年団など野球がさ
かんな土地柄であるが、市営の野球場が高さ 1m
の海水が流れ込み冠水した。復旧したのは震災の
年の 7 月であった。文科省には被害の状況を報告
した。グラウンドにたまった塩水を真水で流す作
業が必要であった。ヘドロを除去し、グラウンド
の土を入れた。バックネットや電気設備も入れ直
した。復旧費用は 2,000 万円ほどかかった。総合
型クラブが使用していた二つの体育館は自衛隊が
使用した。久慈湊小を拠点とする総合型クラブ（久
慈フィーバスポーツクラブ）も活動できなくなっ
た。また、洋野町ではヨットハーバーが被害を受
けた。
公園関係では、岩手県北広域振興局所管の緑地
が 4 カ所あるが、2014 年 7 月に復旧が完了し使
用開始となる予定である。緑地にはシーサイド
パーク、散策路、ジョギングコース、野球場、テ
ニスコートなどがある。住民の利用については、
久慈市（市体育協会）に委託している。震災 1 年
目は災害復旧事業において原型に戻すための設計
に時間がかかってしまった。7 月のオープンセレ
モニーでは地元の野球関係者等を招く予定であ
る。復旧費に占める国の補助金は 3 億円であった。
国土交通省と財務省（東北財務局財務部）による
災害査定が行われた。
久慈市では、2011 年 9 月から 13 年 12 月の間
を期間として、「JFA・キリンスマイルフィールド」
（復興応援キリン絆プロジェクト）2 が開催された。
市内 8 校で小学生を対象に 8 回にわたって開催さ
れた（参加人数の合計は 920 人）。また、11 年 9
月から同年 12 月の期間に開催された「スポーツ
心のプロジェクト」では、市内の小学校 5、6 年
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生を対象に 10 回にわたって、ハンドボール、水
泳、アイスホッケー、柔道、バレーボール、サッ
カーなどの種目を通じたスポーツ復興事業が行わ
れた。
Ⅲ．宮古市における港湾スポーツ設備の復旧事業
宮古市の場合、ゲートボール場などがあったリ
アスハーバー宮古や、岩手県教育委員会所管の
ヨットハーバーが被害（設備の倒壊と沈下）を受
けた。港湾の主体は国で、2014 年 3 月末までに
復旧はほぼ終わっている。県立宮古高校などが
ヨットハーバーを使っている。ヨットハーバーは
県の指定管理施設となっており、NPO 法人岩手
マリンフィールドが指定管理者となっていて、運
営をめぐっては宮古市役所と連絡を取り合ってい
る。港湾関連施設についてはあくまでの財産の持
ち主は国であるが、管理は県が行っている。震災
によって岩手県は契約解除を一時は検討するほど
であった。
Ⅳ．南三陸町におけるスポーツ活動拠点の復旧事
業
南三陸町では、震災後は高台にあるベイサイド
アリーナが避難所となった。2,000 人がベイサイ
ドアリーナに避難していた時期もあった。ここが
対策本部となり、行政関係者、町長、自衛隊が詰
めた。震災の場合は指定管理の効力がなくなると
いう契約があったので、活動目的の軸足を変えた。
トレーニングルームが診療所となった。2011 年 6
月にはトレーニングルームを無料で開放した。し
かし、利用者は少なかった。住民はそれどころで
はないという雰囲気で、何をしていいかわからな
かった。ここに住んでいるような状況で、支援物
資を運んだりしていた。2012 年 2 月頃までは少
なくともスポーツという観点はなかった。その後、
学校関係者の定例の利用やバレーなど部活利用が
再開してきた。12年4月以降は、トレーニングルー
ムを有料開放とし、健康教室も再開し、人々の利
用が戻ってきている。来館促進イベントと称して、
無料のスタンプラリーや無料の時期を設定した。
震災では南三陸町立の戸倉小学校や戸倉中学校の
体育館がなくなってしまった。志津川公民館近く
のグラウンドも津波でやられた。少しずつではあ
るが、震災前の状況に戻りつつある。
南三陸町には剣道、軟式野球、柔道、バスケッ
トボール、空手、サッカー、女子ソフトボールな
どいった 8 種目 18 団体のスポーツ少年団（団員
数 270 名）がある。その理念として「一人でも多
くの青少年にスポーツの喜びを」「スポーツを通
じて青少年の心と身体を育てる」「スポーツで地
域をつなぎ、地域づくりに貢献する」ことが掲げ
られている 3。このうち南三陸卓球スポーツ教室
と志津川バレーボール教室では活動場所がベイサ
イドアリーナとなっている。また、軟式野球の戸
倉ブルーウェーブスポーツ少年団の活動場所二つ
のうちの一つは、登米市の旧善王寺小学校校庭で
行われている（毎週土曜日の 13 時から 17 時まで
と、毎週日曜日の 9 時から 17 時まで）。こうした
復興スポーツ事業を通じて、町民の健康増進につ
なげていきたい。
Ⅴ．石巻市における復旧スポーツ教室事業の展開
石巻市総合体育館では震災後、1 日だけ学校関
係者の避難所となり、その後は遺体安置所となっ
た。その後遺体については宮城県が集約して利府
町に移動した。学校も避難所となっていたので、
この体育館が物資置き場となり、ここから各避難
所に物資が運ばれていった。
もともと石巻市体育協会は 2009 年に NPO 法人
となり、11 年 4 月に指定管理者となったが、実
際の利用は 1 年遅れの翌年 4 月からとなった。震
災後は各避難所を回ってエコノミー症候群の予防
体操などを教え、避難者には喜ばれた。これは同
年夏頃まで続けた。11 年 7 月以降は市内で運動
できる施設を探し、集会所や幼稚園を使わせても
らい、1 クラス 15 人の 2 クラスでのシェイアッ
プ教室事業などを行った。その他にも高齢者体操
や子ども向けの教室を開催し、数十人の参加者が
あった。
活動に従事していて、スポーツの場合、復興が
一番最後に来る印象を受けた。11 年 10 月から 12
年 3 月まではこの体育館の修繕が行われた。12
年 4 月以降から通常開館となったが、来場者は少
なかったので、市内各体育施設に行ってスポーツ
教室を行った。
震災後 3 年目から活動に手応えを感じるように
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なった。申込み状況も順調である。市体協はスポー
ツ少年団（2014 年 3 月現在、122 団体、2,000 人）
も抱えていて、本部もここにある。その他中高年
を対象とした体験型スポーツも行っている。子ど
も向けにもヒップホップ、チアダンス、キッズダ
ンスなどがある。従来の体協は競技性を追求して
いたので、市体協もスポーツ少年団とは各々離れ
ていた方が運営しやすい面も確かにあると感じる
時もある。しかし、競技性やトレーニングセンター
の役割に加えて、キッズバラエティースポーツ等
を通じて楽しみを提供する事業もやることで、ス
ポーツへの入り口をたくさん作るのが私たちの役
割である。体育館事業ではバスケットボールや卓
球にも力を入れている。市体協事業には市民の
ニーズにいろいろな形で対応できるメリットがあ
る。
この体育館は高校生の部活動でも利用されてい
る。市体協スタッフを対象とした年 2-3 回の研修
会とブロックミーティングがある。他のスポーツ
クラブとの交流としては、NPO 法人山形県のか
みのやまスポーツクラブとの交流がある。トラッ
クの手配をしてもらい、トランポリンを 1 台寄贈
してくれた。そのおかげでトランポリン教室は人
気教室となっている。このクラブとは行ったり来
たりして今日に至っても交流している。今年 1 月
には交流体験教室（吹き矢やトランポリンなど）
を開催した。その際、トランポピクスという一
人用のミニトランポリンのようなものを 14,15 台
使って、高齢者を対象にした運動やエアロビクス
に利用した。
震災復興事業では、キッズ体育事業などを行っ
た。競技団体から県庁、県庁から担当課（担当課
は事業実施をしない）を経て体協にくるケース
や、相撲協会のように競技団体から直接体協に来
るケースがあったが、イベント支援の場合、継続
性がないし、受け入れ側としては相手（支援提供
側）がメジャーであればあるほど調整に苦労した。
NPO 法人石巻スポーツ振興サポートセンター
は県の委託事業にも従事している。活動記録を
取っている暇などないほど、とにかく地域の実情
に応じて事業を進めてきた。震災後 3 年といった
区切りに関係なく、子どもがいる限りは今後とも
事業を進めていきたい。行政の助成金など使える
ものは何でも使う姿勢でいる。とくに競技以外の
スポーツに力を入れなければいけないと考えてい
る。今後スポーツ庁が設置されたとしても、こう
した視点がなければ意味がないと思う。
Ⅵ．登米市における行政の総合型クラブ支援
宮城県広域スポーツセンターの場合、直接には
復興支援事業に取り組んではいない。これまで、
福島県内の学校に声をかけたり、石巻市の子ども
たちを呼ぶ事業に取り組む大崎市檜山地域に対す
る支援を行った。被災地サポートの枠で、イベン
ト、クリニック、運動会などの事業があり活用し
た。
登米市には 9 つの総合型クラブがあるが、とく
につやまモクモクスポーツクラブと多賀城市民ス
ポーツクラブが支援に積極的であった。また、七
ケ浜町のアクアゆめクラブも、500 の仮設住宅に
対する支援を行った。こうした中から自発的な交
流も生まれ、たとえば加美町、気仙沼市、七ケ浜
町の三つの総合型クラブ（ジョイナス、なんでも
エンジョイ面瀬クラブ、アクアゆめクラブ）は「い
きいきシニアスポーツ交流会」を開催した。
県の総合型地域スポーツクラブ連絡会では、震
災後にクラブ自身で役員会議を月 1 回、研修会を
年 3 回行っている。事務局はアクアゆめクラブと
栗原市のしわひめスポーツクラブが中心となって
いる。興味深いのは、登米市では行政が 9 つの旧
町に総合型クラブ運営の補助金を出していること
である。
スポーツ環境等は被災地によって事情が異なる
ため、県の支援を活用しながら対応していきた
い。広域ブロック単位では、岩手、宮城、福島の
東北ブロックで 150 名が参加するネットワークア
クション事業がある。スポーツ庁の設置に期待す
るのはスポーツ事業を横断的に展開してほしいと
いうことである。そしてぜひ総合型クラブに対す
る予算を増加してほしい。総合型クラブの役割が
大切だと位置づけながら、これまで予算について
は脆弱であった。競技スポーツと生涯スポーツを
めぐる予算格差を解消してほしい。
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Ⅶ．仙台市市民局文化スポーツ部が主導する復興
スポーツ支援事業
仙台市の場合、震災後は体育館が避難所となり、
グラウンドには仮設住宅が設置された。震災 3 年
が経過し、子どもたちの間にもようやく落ち着き
感が出てきた。仙台市内には 8 つの総合型クラブ
があるが、若林区と宮城野区にはない。市ではも
ともとスポーツ少年団が盛んである。スポーツ振
興に関連して、教育委員会の所管だと即座に意思
決定できない。市では 2003 年にスポーツ振興が
市民局所管となった。翌年仙台を拠点とするプロ
野球の楽天が誕生したが、教育委員会の場合、ど
うしてもアマチュアの観点から対応するので無理
があった。市民局であればプロスポーツに対応で
きると考えられた。
震災で仙台では、沿岸部の東六郷小、長浜小、
中野小が利用不能となり、間借り先の学校での
チームジャパンや J リーグ、バスケットボールな
どの支援プロジェクトが実施された。また国を越
えての支援も受けた。文化支援活動としても仙台
フィルが各学校を回った。2020 年東京五輪では
グランディ 21 がサッカーの会場となっているが、
宮城県と協力してキャンプ誘致を行うこととなっ
ている。
これからは「何を子どもたちに見せるのか」が
大切であり、拠点としての学校の存在がますます
重要になってくる。学校と町内会や地区、そし
て市との連携が不可欠である。仙台市は来年度
スポーツコミッションを立ち上げる予定である。
サッカーと野球だけでなく、バレーボール、フッ
トサル、さらには女子プロレスもある。商工会議
所の協力も得たい。札幌市ではスポーツ振興事業
に札幌市経済局が関わっていることも参考にした
い。
Ⅷ．相馬市における総合型クラブの奮闘
総合型地域スポーツクラブの NPO 法人そうま
中央スポーツクラブ（2014 年 4 月現在、会員数
320 名）事務局のスタッフによれば、震災の津波
で、松川浦スポーツセンターの体育館には船が飛
び込んできた。クラブの会員のうち 1 名が死亡し、
会員の家 2 軒が津波に流された。スポーツアリー
ナそうまは避難所となり、10 月までは何もでき
なかった。しかし、それ以前の時期に、アルプス
電気の体育館が空いていると聞いて、3 つのサー
クルがそこで動き出した 4。
2012 年 7 月頃に、避難所がなくなり市民も使
えるようになった。小高の住民 2 名がこのクラブ
のバトミントンサークルに入ったり、仮設住宅に
入った人が会員になったりした。震災後にクラブ
会員数は今日までに 40 名ほど増加した。バトミ
ントンとラージボール卓球をやる人が増えた。ク
ラブの復興支援として、レクリエーション協会と
一緒に仮設住宅の高齢者を対象に支援を行ってい
る。週 1 回、輪投げやカーリングなど 10 人ぐら
いが参加する。仮設住宅の送り迎えはタクシーを
利用している。仮設にいて体を動かしていないと
だめになる。ひまわりの家の障害者に対してバ
レーボール、卓球についてクラブ支援をしている。
出前講座もやっており、太極拳など公民館に行っ
て指導している。
このクラブではとくにバトミントンに力を入れ
ており、東北大会に出場するほどである。スポー
ツ少年団や部活とクラブとは別である。2 つの所
帯を持ってしまう感じがある。会員には幼稚園児
もいるが、3 分の 1 は小中校生であるが、高校生
は少ない。82 歳の高齢者もいる。応援を受ける
企業を募っていて、現在、年間 1 万円を払っても
らう 16 の法人会員が存在する。震災後は法人会
員獲得に苦戦しているが、法人会員はこのスポー
ツアリーナを使えると同時に出前講座の対象とな
る。
Toto（サッカーくじ）の助成金を得ているが、
これはサークル活動を対象としたものである。ま
た、2012 年度からクラブマネージャー 2 人を採
用している。今後 toto の助成が切れても、これ
までもほぼ年中無休でやってきたのでこわくはな
い。3 年ぐらい前までは県から毎年 10 万円の助
成金があったが今はなく、相馬市からの助成もな
い。しかし、市は毎年、スポーツフェスティバル
を開催している。2003 年に NPO 法人格を取得し、
スポーツアリーナの管理を市からこのクラブが受
託している。
バトミントンの競技力向上に力を入れており、
この面でもスポーツ庁の設置に期待したい。今年
2 月には東洋大による指導の支援を受けた。静岡
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県の総合型クラブともバトミントンを通じて交流
している。小学生のバトミントン連盟にも入って
いる。
相馬ユニオンというゆるやかな連合体があっ
て、構成市町は、相馬市、はらまちクラブのある
南相馬市、新地町、鹿島町である。浜通りで年 1
回交流会がある。浜通り・中通り・会津の県全体
ではやっていないが、会津でやる時など、中通り
や浜通りのクラブも少人数だが参加する。震災前
は浜通りの大会に双葉町、浪江町、広野町のクラ
ブが参加していた。震災後は会議を通じて放射線
の被害とクラブの情報が入ってくる。クラブ運営
をめぐる最大の課題は世代交代である。今は皆一
生懸命やっているが、元気なうちに後継者をいか
に作るかが課題である。
Ⅸ．震災後のスポーツ事業をめぐる視点
以上のように、震災後の復旧復興に関わるス
ポーツ事業について、現場における活動の担い手
とのインタビュをもとに、当該事業内容の実際を
把握しようと努めてきた。
いずれの現場においても、それがハード事業か
ソフト事業かにかかわらず、震災からの復興の確
実な一助となっていることが見て取れた。同時に
そこには、公的セクター（行政）やボランタリ ・ー
住民セクターだけではなく、相馬市の総合型クラ
ブ活動に見られたような地元の私的セクター（企
業）からの支援（法人会員）が存在したし、活動
エリア外の避難者を助け、受け入れる土壌も形成
されていたことがわかる。
南三陸町の拠点体育館では、指定管理者が施設
の管理運営をめぐる町との契約内容以外の避難者
支援を献身的に継続している。また、石巻市にお
ける拠点体育館においても同様に、体育館の管理
運営業務を超えた、多様な住民スポーツ支援事業
を展開させ今日に至っている。久慈市や宮古市の
港湾公園における構成要素としてスポーツ施設整
備に関わる広域行政事業では、国の補助金や地元
の基礎自治体との連携・協力・調整をめぐる関係
者間の尽力も見られた。
さらには登米市のように行政が各行政区に補助
金を提供し、総合型クラブの運営を支援している
先駆的な事例も見られた。今後、総合型クラブは
スポーツ活動という範疇を超えて、地域における
多世代に及ぶ人々の健康づくりや交流、情報交換、
支え合いの拠点となる可能性があり、その意味で
も登米市の実践事例は、まさに先見の明のある支
援施策といえるのではないだろうか。仙台市の場
合、スポーツ行政の未来図を先取りしているかの
ように、スポーツ振興事業の所管を市民局文化ス
ポーツ部に置き、教育行政の枠にとらわれない体
制で、都市のブランド戦略にスポーツや文化の持
つ価値や資源を前面に打ち出そうとしている。
一方で課題もある。こうした断片化・拡散化し
た形で、日々展開・実践されている復興・スポー
ツ事業が、個々の活動の積み重ねで終わってし
まってよいのかという問題である。「活動記録を
取っている暇などない」（石巻スポーツ振興サポー
トセンター）ほど、日々の実践に邁進していると
ころの震災復興貢献の実績や価値を雲散霧消させ
てはいけない。記録として活動の意義を後世に残
しておく。それだけでなく、個々の貢献をつなげ、
ネットワーク形成の視点から歴史的なスポーツ世
界の痕跡として残しておく。さらにはスポーツ以
外の他領域における知見の形成にも役立つよう表
現する。こうした側面での貢献が研究者には強く
要請されていると思われる
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 南三陸町「平成 26 年度　南三陸町スポーツ少年団　新
入団員☆教室生募集 !!」。なお、南三陸町では、スポー
ツ少年団本部は、町教育委員会生涯学習課スポーツ振興
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 そうま中央スポーツクラブの資料「NPO 法人そうま中
央スポーツクラブ創立 10 周年記念式典」によれば、震
災によりクラブの平成 23 年度活動計画は明確に決めら
れない状態となった。この災害によりクラブ員 1 名の命
が奪われ、家屋損壊の被害もあった。しかし、7 月 3 日、
平成 23 年度定期総会を開催し、その際には浜通り広域
スポーツセンターのチーフマネージャーも出席した。ク
ラブの各サークル活動は一部サークルは 5 月から、大半
は 10 月から再開した。11 月から翌年 3 月まで、東日本
大震災復興支援事業の一環として、子どもを対象とした
プレイスポットそうま土曜コースに福島県レクリエー
ション協会より活動支援があった。2011 年 12 月 26 日
には独立行政法人日本スポーツ振興センターの「平成
24 年度スポーツ振興くじ助成金」（700 万円弱）を申請
した。12 年 1 月 19 日から、仮設住宅などに暮らす被災
者の閉じこもりによる運動不足の解消を目的に文部科学
省委託事業「学びを通じた被災地の地域コミュニティ再
生事業」（スポーツレクリエーション活動）による支援
を開始した。同年 4 月 13 日付で前年 12 月に申請したス
ポーツ振興くじ助成金の交付が決定（内訳は、被災地の
総合型地域スポーツクラブ活動基盤強化が 400 万円弱、
スポーツクラブマネージャー設置が 300 万円。各サーク
ルの実技指導謝金、会場借用料、スポーツ用具購入費、
理事会出席謝金等に運用）した。
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Abstract
This paper is to present the developments in sports activities after the Earthquake Disaster in Japan. Central and 
local governments have not put a high priority on the “Revival Sports”  in the process of revival from the Disaster up 
to the present. But there are new signs that sports activities are contributing to the revival in the Tohoku district three 
years after the Disaster.
Seven advanced cases of practical “Revival Sports Activities Contributions ” are clarified through interviews with 
sports promotion relatives  (Kuji City, Miyako City, Minamisanriku Town, Ishinomaki City, Tome City, Sendai City 
and Soma City in Tohoku district).
In conclusion based on above cases, it is possible that local sports activities can contribute to the revival from the 
Disaster and researcher in these fields have to pay attention to these advanced cases in Japan.
（2014 年 5 月 30 日受理）
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